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　　この「財政状況」は，市民の皆さんに市財政の状況をお知らせすることによって，市

財政の実態と市の主要施策等についてご理解を深めていただき，今後の市政の発展に

ついてご協力を得るため，市の条例に基づいて年2回定期的に公表しているものです。

　　今回は，令和2年度の当初予算と令和元年度下半期の補正予算の概要及び予算

の執行状況等について，そのあらましをお知らせします。

宇土市長　　元　松　茂　樹

ま　　え　　が　　き

令和2年6月1日
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歳入 　 （単位：千円） 令和2年4月1日現在
 市税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,029,687

 市債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,900,000

 地方交付税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,860,000

 国庫⽀出⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,030,025

 県⽀出⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,667,767

 繰⼊⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,308,439

 その他 1,684,082

 法⼈事業税交付⾦ 24,200

 使⽤料及び⼿数料　　　　　　　　　　　　　　　　242,116

 寄附⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 250,014

 分担⾦及び負担⾦　　　　　　　　　　　　　　　　119,611

 諸収⼊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 126,538

 地方譲与税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　149,101

 地方特例交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　30,800

 ゴルフ場利⽤税交付⾦　　　　　　　　　　　　　　 8,700

 配当割交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,500

 株式等譲渡所得割交付⾦　　　　　　　　　　　　　4,500

 環境性能割交付⾦ 10,000

 地方消費税交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　700,300

 利⼦割交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,400

 財産収⼊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,801

 交通安全対策特別交付⾦　　　　　　　　　　　　　5,500

 繰越⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1

 合　　　計 19,480,000

歳出 　 （単位：千円）

 ⺠⽣費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,878,600

 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,710,872

 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,274,590

 公債費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,733,007

 土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,281,963

 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,106,096

 農林⽔産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,045,136

 衛⽣費　　 917,076

 その他 532,660

 議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 182,052

 災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　153,794

 商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 166,813

 予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30,000

 諸⽀出⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1

 合　　　計 19,480,000

　　※端数処理のため，グラフにある数値の合計が100%にならない場合があります。

令和2年度一般会計当初予算款別表

　市の予算のおおまかな構成がわかるように，一般会計の当初予算を，予算上の
大分類である「款」ごとに分類しています。

そ
の
他
の
内
訳

そ
の
他
の
内
訳

市税
20.7%

市債
20.0%

地方交付税
19.8%

国庫支出金
15.6%

県支出金
8.6%

繰入金

6.7%

その他
8.6%

民生費
35.3%

総務費
19.0%

教育費
11.7%

公債費
8.9%

土木費
6.6%

消防費
5.7%

農林水産業費
5.4%

衛生費
4.7%

その他
2.7%
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　市の予算は，必要に応じて増額又は減額の補正を行います。この表は，予算の補正状況をまとめたものです。

 （単位：千円）

会計名
令和元年
10月1日

現在予算額

令和元年
12月13日

補正額（議決）

令和2年

3月18日
補正額（議決）

令和2年

3月25日
補正額（専決）

令和元年度
最終予算額

一般会計 17,967,003 183,222 ▲ 225,223 215,615 18,140,617

国民健康保険特別会計 4,426,941 4,263 ▲ 12,334 4,418,870

簡易水道事業特別会計 147,509 410 ▲ 40,946 106,973

北段原土地区画整理事業特別会計 1 1

介護保険特別会計 3,773,304 1,523 81,364 3,856,191

漁業集落排水施設整備事業特別会計 39,922 39,922

後期高齢者医療特別会計 437,701 80 5,932 443,713

入学準備祝金給付基金特別会計 1,315 ▲ 52 1,263

水道事業会計（収益的収入） 524,914 3,300 528,214

水道事業会計（収益的支出） 473,597 150 3,884 477,631

水道事業会計（資本的収入） 2 2

水道事業会計（資本的支出） 136,017 ▲ 8,600 127,417

公共下水道事業会計（収益的収入） 1,001,662 1,001,662

公共下水道事業会計（収益的支出） 949,657 340 239 950,236

公共下水道事業会計（資本的収入） 485,688 ▲ 12,000 473,688

公共下水道事業会計（資本的支出） 771,816 ▲ 22,517 749,299

合　　　計 31,137,049 189,988 ▲ 226,953 215,615 31,315,699

※地方自治体の予算は，議会の議決により定められますが，一定の要件を満たせば法の定めにより市長が専決することができます。

令和元年度下半期における補正予算の状況
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歳入 　 （単位：千円） 令和2年3月31日現在
 市税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,097,129

 地方交付税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,833,656

 国庫⽀出⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,072,665

 市債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,969,742

 県⽀出⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,897,408

 繰⼊⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 965,407

 その他 2,304,610

 地方譲与税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 131,201

 利⼦割交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,400

 配当割交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,100

 株式等譲渡所得割交付⾦　　　　　　　　　　　　　11,500

 地方消費税交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　640,800

 ゴルフ場利⽤税交付⾦　　　　　　　　　　　　　　 8,700

 ⾃動⾞取得税交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　17,600

 環境性能割交付⾦ 10,000

 地方特例交付⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　 74,019

 交通安全対策特別交付⾦　　　　　　　　　　　　　5,500

 分担⾦及び負担⾦　　　　　　　　　　　　　　　　172,013

 使⽤料及び⼿数料　　　　　　　　　　　　　　　　263,204

 財産収⼊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,479

 寄附⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 253,024

 繰越⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 349,330

 諸収⼊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 328,740

18,140,617

歳出 　 （単位：千円）

 ⺠⽣費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,962,675

 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,530,769

 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,015,263

 公債費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,674,936

 土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,546,720

 農林⽔産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 991,764

 衛⽣費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 921,004

 その他 1,497,486

 議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 181,561

 商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 149,855

 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 724,273

 災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 423,683

 諸⽀出⾦　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1

 予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,113

18,140,617 　　※端数処理のため，グラフにある数値の合計が100%にならない場合があります。

令和元年度一般会計現計予算款別表

　「令和2年度⼀般会計当初予算款別表」では当初予算を分類していますが，この表は予算の補正を⾏っ
た後の予算について，予算上の大分類である「款」ごとに分類しています。

そ
の
他
の
内
訳

 合　　　計

そ
の
他
の
内
訳

 合　　　計

市税
22.6%

地方交付税
21.1%

国庫支出金
16.9%

市債
10.9%

県支出金
10.5%

繰入金
5.3% その他

12.7%

民生費
38.4%

総務費
14.0%

教育費
11.1%

公債費
9.2%

土木費
8.5%

農林水産業費
5.5%

衛生費
5.1%

その他

8.2％
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現計予算額 A 収入済額 B B/A(%) 現計予算額 A 支出済額 B B/A(%)

1 市税 4,097,129 3,867,240 94.4 1 議会費 181,561 178,179 98.1

2 地方譲与税 131,201 102,806 78.4 2 総務費 2,530,769 1,723,339 68.1

3 利子割交付金 8,400 2,088 24.9 3 民生費 6,962,675 5,690,788 81.7

4 配当割交付金 12,100 8,663 71.6 4 衛生費 921,004 765,145 83.1

5 株式等譲渡所得割交付金 11,500 5,818 50.6 5 農林水産業費 991,764 685,461 69.1

6 地方消費税交付金 640,800 616,838 96.3 6 商工費 149,855 109,084 72.8

7 ゴルフ場利用税交付金 8,700 9,222 106.0 7 土木費 1,546,720 798,062 51.6

8 自動車取得税交付金 17,600 18,169 103.2 8 消防費 724,273 568,091 78.4

9 環境性能割交付金 10,000 4,536 45.4 9 教育費 2,015,263 1,316,873 65.3

10 地方特例交付金 74,019 74,019 100.0 10 災害復旧費 423,683 184,687 43.6

11 地方交付税 3,833,656 3,914,045 102.1 11 公債費 1,674,936 1,674,855 100.0

12 交通安全対策特別交付金 5,500 4,711 85.7 12 諸支出金 1 0 0.0

13 分担金及び負担金 172,013 164,821 95.8 13 予備費 18,113 0 0.0

14 使用料及び手数料 263,204 233,221 88.6

15 国庫支出金 3,072,665 2,037,901 66.3

16 県支出金 1,897,408 1,001,971 52.8

17 財産収入 18,479 17,899 96.9

18 寄附金 253,024 204,448 80.8

19 繰入金 965,407 38,367 4.0

20 繰越金 349,330 349,331 100.0

21 諸収入 328,740 239,992 73.0

22 市債 1,969,742 0 0.0

18,140,617 12,916,106 71.2 18,140,617 13,694,564 75.5歳入合計 歳出合計

款 款

令和元年度一般会計収支状況調

令和2年3月31日現在
　この表は，予算上の大分類である「款」ごとの収入額と支出額を集計しています。

（単位：千円）

歳入 歳出
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現計予算額 収入済額
収入率
（％）

支出済額
執行率
（％）

4,418,870 4,071,588 92.1 3,921,679 88.7

106,973 151,723 141.8 88,570 82.8

1 0 0.0 0 0.0

3,856,191 3,082,671 79.9 3,216,288 83.4

39,922 3,498 8.8 25,414 63.7

443,713 419,893 94.6 391,480 88.2

1,263 1,210 95.8 1,210 95.8

収益的収入 528,214 491,726 93.1

収益的支出 477,631 445,354 93.2

資本的収入 2 0 0.0

資本的支出 127,417 121,560 95.4

収益的収入 1,001,662 992,537 99.1

収益的支出 950,236 912,508 96.0

資本的収入 473,688 460,343 97.2

資本的支出 749,299 703,711 93.9

　特別会計とは，特定の事業を行う場合又は特定の収入で事業を行う場合に，経理を他の会計と区別する必要があるため，法律や条例に基づ
いて設置しているものです。この表では，特別会計の予算と収支をまとめました。

漁業集落排水施設整備事業特別会計

簡易水道事業特別会計

令和元年度特別会計収支状況調

令和2年3月31日現在

（単位：千円）

水
道
事
業

北段原土地区画整理事業特別会計

入学準備祝金給付基金特別会計

後期高齢者医療特別会計

特別会計名

国民健康保険特別会計

公
共
下
水
道
事
業

介護保険特別会計
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年度別 区分 員数 　 　

人口 （人） 37,340 　

世帯 15,040

人口 （人） 37,294

世帯 15,262

人口 （人） 36,917

世帯 15,383

　

一人当たり 一世帯当たり 一人当たり 一世帯当たり 一人当たり 一世帯当たり

（千円） （円） （円） （千円） （円） （円） （千円） （円） （円）

29年度調定 3,227,424 86,433 214,589 1,340,256 35,893 89,113 1,887,168 50,540 125,477

30年度調定 3,353,672 89,925 219,740 1,450,006 38,880 95,008 1,903,666 51,045 124,732

元年度調定 3,398,188 92,049 220,905 1,431,942 38,788 93,086 1,966,246 53,261 127,819

　

一人当たり 一世帯当たり 　

（千円） （円） （円） 　

29 17,768,251 475,850 1,181,400

30 16,912,485 453,491 1,108,143

元 16,541,275 448,067 1,075,296

住民の負担状況

　

市税

29

30

　　市税の平均負担年度別比較表

　　　区分

 年度

元
　※人口及び世帯数は，毎年度末3月31日現在

　

固定資産税市民税

市税の内訳

固定資産税
平均負担

市民税
平均負担

市が課税する税金（市民税・固定資産税）の一世帯当たり，又は一人当たりの平均負担額を説明します。

市税平均負担

支出総額年度別比較表

　※市民税（法人を除く）及び固定資産税（交付金，納付金を除く）は，現年度分を計上

※元年度決算は，見込額

平均額
支出額　　　区分

 年度

支出総額年度別比較表

86,433
89,925 92,049

214,589 219,740 220,905

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

29年度調定 30年度調定 元年度調定

円 一人当たり

一世帯当たり

475,850 453,491 448,067

1,181,400
1,108,143

1,075,296

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

29 30 元

円 一人当たり

一世帯当たり
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普通会計　令和元年度末現在高 （単位：千円） 令和元年10月1日～令和2年3月31日 （単位：千円）

現在高 備考 借入先 金額（千円） 利率 借入期間

1 政府資金 12,410,935

（１）財政融資資金 12,125,688

（２）郵貯資金 156,521

（３）簡保資金 128,726

2 市場公募債 0

3 銀行 2,365,512

4 その他の金融機関 1,331,315

5 保険会社等 0

6 地方公共団体金融機構 3,414,347

7 共済等 0

8 国の予算貸付 0

9 その他 232,996

19,755,105 合計 0

　 　

一時借入金の状況

借入先

合計

地方債の状況

「一時借入金」とは，市の資金を運用する際に一時的に資金が不足した時に，金融
機関から借り入れるお金です。

地方債（市の借金）の残高と借入先の一覧です。

R1年度については，一時借入金なし
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この表は，市が所有する財産の内訳をまとめています。

土地及び建物 主な物品 （単位：台）

区分 台数 摘要

土地 建物 土地 建物 乗用自動車 16
うちハイブリッドカー5台
うち低公害車2台

（地積）㎡ （延）  ㎡ （地積）㎡ （延）  ㎡ 貨物自動車 12 うち低公害車7台

7,256 1,482 マイクロバス 2

1,074 588 消防自動車 38

2,025 802 消防指令車 1 うち低公害車1台

小学校 137,925 33,367 消防広報車 1

中学校 79,797 17,016 交通パトロール車 1 うち低公害車1台

公営住宅 85,892 46,579 道路パトロール車 1 うち低公害車1台

公園 231,685 333 清掃用特殊車両 0

その他 525,426 37,950 軽自動車      乗用 32
うちハイブリッド1台
うち低公害車19台

7,317 66 軽自動車      貨物 13 うち低公害車6台

24,556 単車 9

32,474 337 フォークリフト 1

1,078,397 138,183 57,030 337 計 127

有価証券 （単位：千円）

額面金額

140

140

計

本庁舎

支所

教育委員会

公
共
用
財
産

古墳

市有財産の状況

令和2年3月31日現在

区分

計

区分

熊本放送株券

行政財産 普通財産

山林

その他
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区分 額面金額 金額
熊本県栽培漁業協会 2,825 1,420,301
熊本県農業信用基金協会 3,630 233,429
熊本県信用保証協会 25,700 3,136,119
熊本県漁業信用基金協会 5,600 入学準備祝金給付基金 19,579
熊本県畜産開発公社 170 敬老福祉基金 9,831
熊本県中小企業設備貸与公社 170 青少年健全育成基金 3,877
熊本県農業共済組合連合会 960 芸術文化振興基金 2,403
社会福祉法人宇土市社会福祉事業団 3,000 地域福祉基金 99,807
熊本県農地管理公社 379 ふるさとづくり基金 20,204
熊本県林業公社 100 庁舎建設等基金 1,200,719
熊本県中小企業振興公社出捐金 260 まちづくり基金 59,914
熊本県い業経営安定基金協会 0 美術品等取得基金 382
熊本県農業後継者育成基金 2,349 スポーツ振興基金 9,102
熊本県林業従事者育成基金拠出金 2,180 中山間ふるさと・水と土保全基金 10,155
熊本県角膜・腎臓バンク協会 1,815 宇土マリーナ施設整備基金 0
緑川森林組合 3,070 漁業集落排水施設整備事業減債基金 43,472
熊本さわやか長寿財団 1,814 簡易水道財政調整基金 0
砂防フロンティア整備推進機構 34 老人福祉センター施設整備基金 3,855
熊本県暴力追放協議会 840 ふるさと宇土応援基金 0
熊本県雇用環境整備協会 3,300 介護保険基金 339,011
熊本テクノポリス財団 1,000 　 地域資源を活用した作品展示施設等整備基金 3,907
熊本県環境整備事業団 27 浄化槽設置事業基金 0
宇土市土地開発公社 1,000 地域環境整備基金 3,691
宇城ふるさと市町村圏基金 199,992 市有施設整備基金 1,018,899
地方公共団体金融機構 2,500 平成28年熊本地震復興基金 287,311
上天草・宇城水道企業団 1,587,711 森林環境譲与税基金 0

熊本県漁業信用基金協会出捐金 32 国民健康保険基金 0
計 1,850,458 健康福祉館施設整備基金 0

4,789,849

※

※

財政調整基金は，年度間の調整を行い，財政の健全な運営を図ることを目的と
するものです。

減債基金は，市債の返還（公債費）の財源として積み立てているものです。その
他特定目的金として，その設置目的のみの事業財源として積み立てている基金
があります。

減債基金
その他特定目的基金

区分
財政調整基金

内
訳

計

出資による権利 基金の状況

　市は，一定の事業を営む法人又は組合に対する設立の助成又は財産的援
助の目的や，財産保有の手段として特定の法人又は組合にその資本金や基
金の一部として出資しています。

　市は，特定の目的のために財産を維持し，資金を積み立て，又は定額の資金
を運用するため，次の基金を積み立てています。基金には，安定した財政運営
が可能となる効果があります。

令和2年3月31日現在　（単位︓千円） 令和2年3月31日現在　（単位︓千円）
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この表は，令和元年度の現計予算（予算の補正を行った後の予算）と令和2年度の予算を，経費の性質別に分類しています。

（単位：千円）

1 人件費 2,413,187

2 扶助費 4,749,073

3 公債費 1,674,949

4 物件費 2,004,862

5 維持補修費 116,249

6 補助費等 2,031,474

7 繰出金 1,607,410

8 補助建設事業費 1,683,009

9 単独建設事業費 788,430

10 県営事業等負担金 130,617

11 同級他団体施行事業負担金 125,946

12 災害復旧費 409,367

13 積立金 376,044

14 予備費 30,000

18,140,617

（単位：千円）

1 人件費 2,413,697

2 扶助費 4,644,781

3 公債費 1,732,994

4 物件費 1,959,642

5 維持補修費 104,116

6 補助費等 1,812,510

7 繰出金 1,691,181

8 補助建設事業費 1,105,812

9 単独建設事業費 1,319,848

10 県営事業等負担金 117,061

11 同級他団体施行事業負担金 418,080

12 災害復旧費 1,856,012

13 積立金 274,266

14 予備費 30,000

19,480,000

　　※端数処理のため，グラフにある数値の合計が100%にならない場合があります。

令和元年度現計予算及び現年度予算一般会計性質別分析表

令和元年度 現計予算

合計

令和2年度当初予算

合計

人件費
13.3%

扶助費
26.1%

公債費
9.2%

物件費
11.1%維持補修費 0.6%

補助費等
11.2%

繰出金 8.9%

補助建設

事業費
9.3%

単独建設事業費
4.3%

県営事業等負担金

0.7％

同級他団体施行

事業負担金 0.7%

災害復旧費
2.3%

積立金
2.1%

予備費
0.2%

令和元年度

現計予算

人件費
12.4%

扶助費
23.8%

公債費
8.9%物件費

10.1%
維持補修費

0.5%

補助費等
9.3%

繰出金 8.7%

補助建設事業費
5.7%

単独建設事業費
6.8%

県営事業等負担金
0.6%

同級他団体施行事業負担金 2.1%
災害復旧費

9.5%

積立金
1.4% 予備費

0.2%

令和2年度

当初予算
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　　財政状況報告書で使用している財政に関する専門用語の説明をしています。

項目 説明

 市税 市が課税する税で，「市民税」，「固定資産税」，「軽自動車税」，「市たばこ税」の合計です。

 地方譲与税
国が国税として徴収し，一定の基準により地方公共団体に譲与されるものです。
なお，対象となる国税は，地方揮発油譲与税や自動車重量税等があります。

 地方交付税
次の２つの目的で国税の収入を一定の割合で地方公共団体に配布するものです。
①地方公共団体間の財政力格差の調整　②国の事務の執行や行政水準確保のために要する財源を確保するため

 国庫支出金 国から地方公共団体に支出される「補助金」「負担金」「委託金」です。

 県支出金 県から県内市町村に支出される「補助金」「負担金」「委託金」です。

 市債 市が銀行や国等から借り入れた借金です。将来にわたる負担の平準化のためにも，市は市債を借り入れています。

 議会費 市議会の運営，議員の報酬や調査活動に使われる費用です。

 総務費 全般的な管理事務，徴税，選挙，財務事務，職員の人件費，広報誌の発行等に要する費用です。

 民生費 子育て支援や高齢者福祉等，市民の生活と社会生活の保障（社会福祉等）に使われる費用です。

 衛生費 市民の健康管理，ごみの収集や処理等，市民が健康で衛生的な生活を送るために使われる費用です。

 農林水産業費 農林水産業の指導育成や支援，生産基盤整備等，農業，漁業，林業の振興に使われる費用です。

 商工費 商工業の支援やイベント等，商業や工業の振興，観光事業等に使われる費用です。

 土木費 道路，公園の整備や市営住宅の建設・市街地再開発等に使われる費用です。

 消防費 消防団の運営，防火水槽や防災行政無線の整備等，火災や自然災害への対策等に使われる費用です。

 教育費 小・中学校や幼稚園の運営，学校建設等の教育環境の整備や生涯学習の支援等のために使われる費用です。

 公債費 市債を返済するための経費です。

 行政財産
市が行政上の目的のために所有しているもので，庁舎など市がその事務や事業に直接使用するものと，市道など市民が使用するも
のなどがあります。

 普通財産 行政財産以外の一切の市有財産をいいます。普通財産は，特定の行政目的に直ちに用いられることはありません。

用語解説
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